
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

合計 182,801 175,544

　支援対象者の就労率　３４％

Ｈ26
H27

目標

H25末

（実績）
目標 成果 達成状況

41%

0 3,235

（040513「住宅支援給付等特別対策事業」において実施） - - 30,962

- 3,500

9,367

0

事業番号 04 05 16 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 信州パーソナル・サポート・モデル事業信州パーソナル・サポート・モデル事業信州パーソナル・サポート・モデル事業信州パーソナル・サポート・モデル事業
担

当

課

部局 健康福祉部

H22 ～

34% 36.5% 達成

0 741

0 0 20,229

0 0

- 307

169,124

-

県が関与

する理由

県関与の必要性あり

【左記の説明、根拠法令等】

緊急雇用創出基金を有効活用しながら実施することが効果的であるため。

緊急雇用創出事臨時特例基金（住まい対策拡充等支援事業分）管理運営要領

課・室 地域福祉課

総合５か年

計画

プロジェクト  ５－２－４　雇用・社会参加促進プロジェクト E-mail chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施中

　様々な問題を抱え、既存の制度では十分に対応できない生活困窮者に対し、相談業務を通して自立のために必要な支援を把握・評価

し、それに基づき本人主体の支援を行い、地域における適切なサービスや関係機関の支援につなげ、本人が望む自立した生活を実現で

きるようにする。

　H23年度からパーソナル・サポート・モデル事業を実施し、就労や生活面で様々な問題を抱え、就職することができない方々に対し、相

談業務などを通じて、その就労活動や就労後の生活の安定を図るための一環した支援を行っている。

・相談者数　H２３　７７７人　　H２４　８２５人　　H２５　２７２人　（H25.8.31現在）

４　社会的援護の促進 実施期間

自立相談支援事業 委託

生活困窮者からの相談に対応して支援プランを作成

し、関係機関との連携により就労支援等を実施

182,801 175,544 100,783

「絆」再生事業 補助 （同上） -

― 0

就労準備支援事業 委託 ―

家計相談支援事業 委託 ―

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績

H26 H27

（当初） （決算） （当初）

88,627 95,014 175,544

7,432

住宅支援給付事業

（H26延長分）

直接

100,390 182,801 169,124

合計（A) 90,910

一時生活支援事業 直接 （同上）

169,124

34%

26年度26年度26年度26年度 27年度

成果目標・

事業内容

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

　平成27年度はモデル事業の成果を継承しつつ、平成27年４月施行の生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援、就労準備支援、

家計相談支援等の事業を実施し、市町村や民間団体等と一層連携して、支援の充実を図る。

目標に対

する成果

の状況

　就労支援対象者のうち、支援期間中、１回以上就労した者の比率は36.5％と目標の34％を上回り、生活困窮者の自立促進を図ることが

できた。

 概算事業費（B（A）+C） 94,408 100,795 182,976 176,556

5,781 7,432

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの

財源

100,390

概　算

人件費

予

算

額

前年度繰越

90,910 100,390 96,748

41,404

182,801

当初予算 90,910

補正予算

0 182,801 30,972

□ 事業を実施しない

支援人材等研修事業 委託 ― 0

■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施

0.70 0.70 0.90 0.90

5,781

住居確保給付金事業 直接

成果目標の達成状況

項目

就労率


